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外
国
人
労
働
者
の
就
労
先
は
製
造
業

か
ら
卸
・
小
売
業
や
飲
食
業
、
宿
泊
業

へ
と
広
が
り
、
彼
ら
が
働
く
姿
は
日
常

の
風
景
と
な
っ
た
。
特
に
人
手
不
足
に

悩
む
中
小
企
業
に
と
っ
て
は
、
外
国
人

は
重
要
な
戦
力
と
な
る
。
そ
こ
で
日
本

政
策
金
融
公
庫
総
合
研
究
所
研
究
主
幹

の
竹
内
英
二
さ
ん
に
、
外
国
人
雇
用
の

実
態
と
成
功
の
秘ひ

訣け
つ

を
聞
い
た
。

外
国
人
労
働
者
の
数
は 

毎
年
２
割
増
え
て
い
る

　

最
初
に
外
国
人
雇
用
の
現
状
を
知
っ

て
お
こ
う
。

　

厚
生
労
働
省
（
以
下
「
厚
労
省
」）

が
ま
と
め
た
「
外
国
人
雇
用
状
況
」
の

届
出
状
況
に
よ
る
と
、
２
０
１
７
年

10
月
末
現
在
の
外
国
人
労
働
者
数
は

１
２
７
万
８
６
７
０
人
と
な
り
、
前
年

同
期
比
で
19
万
４
９
０
１
人
増
え
た（
図

１
）。
約
１
２
８
万
人
と
い
う
労
働
者
数

は
、
07
年
の
届
出
義
務
化
以
来
で
最
も

多
い
人
数
で
あ
り
、
し
か
も
「
こ
こ
数

年
は
毎
年
20
％
近
い
伸
び
を
示
し
て
い

ま
す
」
と
竹
内
さ
ん
。
そ
こ
に
は
、
国

内
人
材
不
足
に
悩
む
企
業
が
外
国
人
の

獲
得
に
積
極
姿
勢
を
見
せ
て
い
る
姿
が

透
け
て
見
え
る
。

　

国
籍
別
で
は
中
国
が
最
も
多
く
、
外

国
人
労
働
者
全
体
の 

29
・
１
％
を
占
め
、

次
い
で
ベ
ト
ナ
ム
18
・
８
％
、
フ
ィ
リ
ピ

ン
11
・
５
％
と
続
く
（
図
２
）。
急
速
に

増
え
て
い
る
の
は
ベ
ト
ナ
ム
と
ネ
パ
ー
ル

で
、
そ
れ
ぞ
れ
前
年
同
期
比
で
39
・７
％

増
、
31
・
0
％
増
と
な
っ
て
い
る
。

　

厚
労
省
は
日
本
で
就
労
す
る
外
国
人

を
在
留
資
格
別
に
五
つ
の
カ
テ
ゴ
リ
ー

に
分
け
て
い
る
。
最
も
多
い
の
は
定
住

者
（
主
に
日
系
人
）、
永
住
者
、
日
本
人

の
配
偶
者
な
ど
「
身
分
に
基
づ
く
在
留

資
格
」
で
35
・
９
％
を
占
め
る
。「
在
留

中
の
活
動
に
制
限
が
な
い
た
め
、
い
ろ

い
ろ
な
職
場
に
進
出
し
て
い
ま
す
」

　

次
い
で
主
に
留
学
生
の
ア
ル
バ
イ
ト

を
指
す
「
資
格
外
活
動
」
の
23
・
２
％
、

「
技
能
実
習
」
の
20
・
２
％
、
企
業
経
営

者
や
、医
師
、大
学
教
授
な
ど「
専
門
的・

技
術
的
分
野
の
在
留
資
格
」
の
18・６
％

と
続
く
。
一
方
、
Ｅ
Ｐ
Ａ
（
経
済
連
携

協
定
）
に
基
づ
く
外
国
人
看
護
師
・
介

護
福
祉
士
候
補
者
、
ワ
ー
キ
ン
グ
ホ
リ

デ
ー
と
い
っ
た「
特
定
活
動
」は
２・１
％

に
と
ど
ま
る
（
図
３
）。

　
「
技
能
実
習
」
と
は
、
日
本
企
業
が

持
つ
技
能
、
技
術
、
知
識
を
開
発
途
上

国
へ
移
転
し
、
経
済
発
展
を
担
う
「
人

づ
く
り
」
に
協
力
す
る
こ
と
を
目
的
と

し
た
制
度
。
技
能
実
習
生
と
し
て
来
日

す
る
と
、
最
長
５
年
間
日
本
に
滞
在
す

る
こ
と
が
で
き
、
建
設
や
食
品
製
造
、

繊
維・衣
服
、機
械・金
属
な
ど
77
職
種・

１
３
９
作
業
で
働
く
こ
と
が
で
き
る
。

　

在
留
資
格
を
国
籍
別
に
見
て
み
る

と
、
中
国
は
「
身
分
に
基
づ
く
在
留
資

格
」
が 

26
・
１
％
、「
専
門
的
・
技
術

境
が
徐
々
に
整
っ
て
き
た
こ
と
も
雇
用

者
増
を
後
押
し
す
る
。

　

厚
労
省
は
、
①
政
府
が
推
進
し
て
い

る
高
度
外
国
人
材
や
留
学
生
の
受
け
入

れ
が
進
ん
で
い
る
こ
と
、
②
雇
用
情
勢

の
改
善
が
着
実
に
進
み
、「
永
住
者
」
や

日
本
人
の
配
偶
者
な
ど
の
身
分
に
基
づ

く
在
留
資
格
の
人
の
就
労
が
増
え
て
い

る
こ
と
、
③
外
国
人
技
能
実
習
制
度
の

活
用
が
進
ん
で
い
る
こ
と
、
と
い
う
三

つ
の
環
境
改
善
効
果
を
挙
げ
て
い
る
。

　

た
だ
、
技
能
実
習
生
は
実
習
期
間
が

終
わ
れ
ば
帰
国
し
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、

そ
の
ま
ま
正
社
員
と
し
て
雇
う
こ
と
は

で
き
な
い
。
そ
の
た
め「
中
小
企
業
で
は
、

外
国
人
の
能
力
に
期
待
し
て
留
学
生
を

正
社
員
と
し
て
雇
う
例
が
目
立
つ
」
と

い
う
。
竹
内
さ
ん
が
ま
と
め
た
資
料「
中

小
企
業
に
お
け
る
外
国
人
雇
用
の
実

態
」
に
よ
れ
ば
、
外
国
人
を
雇
用
し
て

い
る
企
業
の
雇
用
形
態
は
、
正
社
員
が

58
・
７
％
と
半
数
を
超
え
て
い
る
。
次

的
分
野
の
在
留
資
格
」が 

25・７
％
、「
資

格
外
活
動
」
が 

24・４
％
、「
技
能
実
習
」

が 

22
・
６
％
と
な
っ
て
い
る
。
ベ
ト
ナ

ム
は
「
技
能
実
習
」
が 

43
・
９
％
、「
資

格
外
活
動
」
が 

41
・
０
％
。
ネ
パ
ー
ル

は
「
資
格
外
活
動
」
が 

59・２
％
と
な
っ

て
い
る
。
つ
ま
り
「
中
国
人
は
正
社
員
、

技
能
実
習
生
が
混
在
し
て
お
り
、
ベ
ト

ナ
ム
人
と
ネ
パ
ー
ル
人
の
多
く
は
技
能

実
習
生
や
ア
ル
バ
イ
ト
と
し
て
働
い
て

い
る
」
わ
け
だ
。

　

外
国
人
労
働
者
を
受
け
入
れ
て
い
る

事
業
所
は
19
万
４
５
９
５
社
に
の
ぼ
り
、

そ
の
う
ち
の
約
60
％
を
従
業
員
30
人
未

満
の
中
小
企
業
が
占
め
る
。
中
小
企
業

に
と
っ
て
、
外
国
人
労
働
者
は
貴
重
な

戦
力
と
な
っ
て
い
る
（
図
４
）。

多
く
の
中
小
企
業
は 

留
学
生
を
正
社
員
と
し
て
雇
用

　

外
国
人
が
合
法
的
に
働
く
た
め
の
環

人手不足、インバウンドへの対応、さらに海外への進出や事業展開など
に備えて中小企業の外国人雇用が増えている。しかし、現実問題として
社内環境整備や研修制度などへの投資が難しい中小企業にとっては、言
語も文化も違う外国人の正規雇用に関しては不安があることもまた事実
だ。そこで、外国人の雇用によって業績を拡大させた企業の実例に学ぶ。
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